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１ 陳情の審査 

 (2) 陳情第１１０号 「年金制度の改善・充実を求める意見書」の提出を求める陳情 

資料１ 年金の支給月について 
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年金の支給月について

　　　年金支払月の根拠

　〇 国民年金法抜粋　（年金の支給期間及び支払期月）

第十八条 　年金給付の支給は、これを支給すべき事由が生じた日の属する月の翌月から始め、権利が消滅した日の属する月で終るものと
　　　　　　　する。
　　　　　　２ 　年金給付は、その支給を停止すべき事由が生じたときは、その事由が生じた日の属する月の翌月からその事由が消滅した日
　　　　　　　の属する月までの分の支給を停止する。ただし、これらの日が同じ月に属する場合は、支給を停止しない。
　　　　　　３ 　年金給付は、毎年二月、四月、六月、八月、十月及び十二月の六期に、それぞれの前月までの分を支払う。ただし、前支払期
　　　　　　　月に支払うべきであつた年金又は権利が消滅した場合若しくは年金の支給を停止した場合におけるその期の年金は、その支払
　　　　　　　期月でない月であつても、支払うものとする。

　○　国民年金法等の一部を改正する法律（平成元年１２月２２日法律第八十六号）抜粋
　中略
　　第十八条第三項中
　　「五月、八月及び十一月の四期」を「四月、六月、八月、十月及び十二月の六期」に改める。　　　　　　　　　施行日：平成2年2月1日

　　　注・本文ではそれぞれ「二月」が加わります。

資料 １



　　＊１は平成３１年１０月１日施行予定、、２は平成２９年８月１日に施行済み

実施予定の低所得高齢者等に対する施策について

１　年金生活者支援給付金

　〇 所得の額が一定の基準（※）を下回る老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金（国民年金保険料納付済期間及び保険料免
　　除期間を基礎）を支給する。
　　　　（※）住民税が家族全員非課税で、前年の年金収入＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額（平成27年度で77万円）以下であること
　　　　　　　（政令事項）
　　①基準額（月額 5,000円）に納付済期間（月数）／480月を乗じて得た額の給付
　　②免除期間に対応して老齢基礎年金の1／6相当を基本とする給付

　〇 所得の逆転を生じさせないよう、上記の所得基準を上回る一定範囲の者に、①に準じる補足的老齢年金生活者支援給付金（国民年金の保
　　険料納付済期間を基礎）を支給する。

　〇 一定の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援給付金を支給する。
　　　　（支給額：月額 5,000円（１級の障害基礎年金受給者は月額 6,250円））

　〇 年金生活者支援給付金の支払事務は日本年金機構が行い、年金と同様に2ヶ月毎に支給する。

２　受給資格期間の短縮

　〇 納付した保険料に応じた給付を行い、将来の無年金者の発生を抑えていくという観点から、老齢基礎年金の受給資格期間を２５年から１０
　　年に短縮する。
　　　　（対象となる年金）
　　　老齢基礎年金、老齢厚生年金、退職共済年金、寡婦年金
　　　上記に準じる旧法老齢年金

　〇 現在、無年金者である高齢者に対しても、改正後の受給資格期間を満たす場合には、経過措置として施行期日以降、保険料納付済期間等
　　に応じた年金支給を行う。
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